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国際社会は今日、「イラク・レバントのイスラム国」（ISIL）に代表さ
れるイスラム主義過激派の脅威に直面している。ISIL は、2011 年以降
の中東に生じた軍事的な空白や社会の混乱、つまり、シリア内戦や米軍
のイラク撤退に起因する変化を活用して勢力伸長に成功し、2014 年に
シリアとイラクの一部を実効支配下に置いた。さらに ISIL は、「アラブ
の春」によって既存の政権が崩壊し混乱が続くエジプトやリビアなど、
近隣アラブ諸国に勢力を拡大させた。ISIL は以前アルカーイダの一支
部に過ぎなかったが、2014 年の絶縁後、アルカーイダと競合関係にあ
る。ISIL が各国に勢力を伸ばす過程で、従来アルカーイダを支持して
いた過激派組織が ISIL 支持に鞍替えする、あるいは、アルカーイダ支
持派と ISIL 支持派に分裂する、といった事態が生じた。これによって
アルカーイダは打撃を受けたが、2015 年 1 月のフランス雑誌社襲撃事
件が示すように、依然、中東域外でもテロを行う能力を有する。

ISIL を弱体化させるには、ISIL を武力で倒すだけでなく、イラクの
宗派間対立を解消し、シリア内戦を終結させて、ISIL の台頭をもたら
した根本的な要因を除去する必要がある。しかし、地上戦を担うイラク
軍の能力構築が進んでいない上に、シリア領内に有力なパートナーが存
在しない現状では、米国主導の有志連合による空爆だけで ISIL を打倒
することは難しい。ロシアは 2015 年 9 月にシリアで空爆を開始したが、
ISIL 以外の反体制派を重点的に標的としているとの指摘もある。また、
イラクの宗派間対立もシリア内戦も収束する兆しがないため、結果的
に、ISIL の生き残りに好都合な状況が現出している。加えて、ISIL を
弱体化させるためには、空爆などの軍事的手段だけでなく、インター
ネット上でのプロパガンダへの対処や資金源の遮断など、非軍事的手段
も含む包括的な対 ISIL 戦略が求められている。

中東に渡航した日本人が殺害されたり、韓国の在外公館がテロ攻撃を
受けたりするなど、東アジア諸国も ISILの脅威によって脅かされている。
ISIL の将来地図は中国への領土的野心を示しており、また、中国をはじ
め東アジア諸国からも ISILに外国人戦闘員として参加する者が出ている。
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1　ISIL のシリアとイラクにおける伸長� ◢
（1）前身組織の誕生から「イスラム国」の成立

ISIL が日本で広く注目を浴びるのは、同組織がイラク、シリア両国
で広範な実効支配領域を獲得した 2014 年以降だが、実際には同組織は、
前身組織を含めると 10 年以上の歴史を有する。同組織の前身組織は複
数回の組織名の変更を経て、「イスラム国」を自称するようになった。
なお、本章は同組織の表記として ISIL を用いるが、本節においては同
組織の歴史を説明する必要上、同組織が各時期に自称した組織名を使用
する。

ISIL の前身組織の最初の名称は「タウヒードとジハードの集団」で
あり、2003 年の米国によるイラクへの軍事行動以前に設立されたとい
われる 1。スンニ派のイスラム主義過激派組織である同組織は米国など
の諸外国、イラク国民の多数派を占めるイスラム教シーア派信徒、シー
ア派主導のイラク政府などを敵視する。同組織はサダム・フセイン政権
崩壊後の混乱に乗じて活発にテロを行い、知名度を上げた 2。同組織は
イラクで活動しており、メンバーにはイラク人も多かったとみられる
が、その創設者・指導者であるアブー・ムスアブ・ザルカーウィーはヨ
ルダン人であり、他の幹部にも非イラク人が含まれていた 3。当時、ヨ
ルダンを含む多くのアラブ諸国では強力な治安維持能力を有する政権が
イスラム主義過激派を厳しく取り締まっていたので、これらの国々出身
の過激派は自国での活動が困難だった。それ故、2003 年のフセイン政
権崩壊後、治安情勢が極度に悪化したイラクは、過激派にとって自由な
活動が可能な理想的な場所であり、このことが、ザルカーウィーが同国
を活動拠点に選んだ一因とみられる。なお、ザルカーウィーは 1980～
1990 年代にアフガニスタンで活動していた際にウサマ・ビン・ラーディ
ンらアルカーイダ幹部と面識があったとされるが、「タウヒードとジ
ハードの集団」はアルカーイダとは別の組織である。同組織がイラクで
実行したテロの 1 つに、2004 年 5 月に米国人を誘拐・斬首してその映
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像をウェブ上で公開した事件がある。ザルカーウィー自らが斬首したと
される同映像では、人質の米国人がオレンジ色の囚人服を着せられてい
る。この囚人服は、2001 年の 9・11 テロ後に米国がアフガニスタンな
どで拘束し、グアンタナモ収容所に拘留したイスラム主義過激派が着せ
られた囚人服を模している 4。米国の行為への報復として、同組織は米
国人にこの囚人服を着せたとみられる。この人質に同様の囚人服を着せ
て処刑し、その映像を公開する手法は、後に同組織の後継組織の定型化
された行為となった。例えば2015年のISILによる日本人殺害事件でも、
拘束された日本人 2 人は同様の囚人服を着せられていた。この時期の

「タウヒードとジハードの集団」は、①非イラク人が主導するが、②活
動領域はイラクにほぼ限定されるテロ組織であり、③ アルカーイダと
組織的つながりを持たず、④国家を自称せず、⑤実効支配領域を有し
ていなかった。
「タウヒードとジハードの集団」は 2004 年 10 月、アルカーイダの傘

下に入り、組織名を「メソポタミアのジハード・カーイダ機構」に改称
した。これは、同組織がアルカーイダのイラク支部になったことを意味
する。以降、アルカーイダは 2006～2007 年に事実上のアルジェリア支
部である「マグリブ・イスラムのアルカーイダ」（AQIM）を 5、2009
年に事実上のイエメン支部である「アラビア半島のアルカーイダ」

（AQAP）を発足させるなど 6、各地に地域支部を樹立したが、これら
の支部の中で比較的初期に発足したのがイラク支部である 7。なお、	
イラク支部の誕生の経緯が示すように、アルカーイダの支部の多くは、
アフガニスタンかパキスタンに潜伏しているとされるアルカーイダ指導
部が各地に人員を派遣する形で新設されたのではなく、各地の既存の	
イスラム主義過激派組織がアルカーイダの傘下に入る形で生まれた。	
アルカーイダ指導部と各支部は、支配・従属の関係にはなく、各支部は、
名目上は指導部の優位を認めつつ、実際には自立的に活動しているとさ
れる 8。こうして誕生したアルカーイダのイラク支部は、引き続き多数
のテロを実行した。テロの大半はイラクでなされたが、一部は国外で実



第2章　イスラム主義過激派の伸長―「アラブの春」後の中東と国際社会

43

施された。例えば 2005 年 11 月、同支部はヨルダンのアンマンで結婚式
場に自爆攻撃を行い、50 人以上が死亡した。この事件では同支部に属
するイラク人女性が自爆未遂犯として逮捕され死刑判決を受けており、
同支部から発展した ISIL は 2015 年、日本人人質を解放する条件として
同死刑囚の釈放を要求した 9。なお、イラク支部の前身組織である「タ
ウヒードとジハードの集団」と比較すると、アルカーイダとの組織的つ
ながりを持つようになった点で明確な変化が見られる。だが、① 非イ
ラク人が主導し、② 例外はあるものの活動領域がイラク国内にほぼ限
定されており、③国家を自称せず、④実効支配領域を有さない点では、
変化はない。

2006 年 1 月、アルカーイダのイラク支部は他の 5 つのイスラム主義
過激派組織とともに、これら 6 組織を包含する上部団体として「ジハー
ド戦士諮問評議会」を設立した。ザルカーウィーは引き続きイラク支部
の指導者の地位を維持したが、上部団体である同評議会の指導者はアブ
ドッラー・ラーシド・バグダーディーである。アラビア語でザルカー
ウィーはヨルダン北西部のザルカー出身者、つまりヨルダン人であるこ
とを意味し、バグダーディーはイラクの首都バグダッドの出身者、つま
りイラク人であることを意味する。このため、バグダーディーを指導者
に据えたこの組織改編は、非イラク人主導組織をイラク人主導組織に変
えたという印象を与える 10。ただし、この新指導者については情報が乏
しい。そのため、同評議会は実際には設立されておらず、ザルカー
ウィーがよそ者との非難を回避し、イラクでの活動を円滑に続けるため
の方便として、指導者の地位をイラク人に譲ったと見せかけたに過ぎな
い、との見解も存在する 11。同年 6 月、米軍の攻撃でザルカーウィーは
死亡し、エジプト人のアブー・ハムザ・ムハージルがアルカーイダの	
イラク支部の後継指導者に就任した 12。つまり、イラク支部の非イラク
人主導体制は維持された。一方、上部団体の「ジハード戦士諮問評議
会」は同年 10 月、バグダッド、アンバール、ディヤーラー、キルクー
ク、サラーフッディーン、ニーナワーの 6 県全域と、バービルとワーシ



44

トの 2 県の一部を領土とし、アブー・ウマル・バグダーディーを指導者
とする「イラクのイスラム国」（ISI）の建国を一方的に宣言した。さら
に 2007 年 4 月、ISI は組閣を行ったとして閣僚名簿を発表し、ムハー
ジルが戦争大臣に任命された 13。

これによって、アルカーイダのイラク支部を擁する組織は、少なくと
も自称では、単なるイスラム主義組織から、領土や国家元首や内閣を備
えた「国家」へと変化した。指導者アブー・ウマル・バグダーディーは
イラク人とみられるので、体裁としては、イラク人がイラクに誕生した

「新国家」を「治めている」ことになる。なお、このバグダーディーは、
前身組織の指導者アブドッラー・ラーシド・バグダーディーと同一人物
とも別人とも言われるが、情報が乏しいため判断は難しい 14。ISI を前
身組織であるアルカーイダのイラク支部と比較すると、少なくとも外形
的にはイラク人が主導するようになった点と、国家を自称するように
なった点で明確な変化がある。アルカーイダ指導部との組織的つながり
を維持した点、活動領域がイラク国内にほぼ限定されている点、実効支
配地域を有さない点では変化はない。なお、ISI はスンニ派組織である
ため、ISI の「領土」と主張された各県は、人口に占めるスンニ派の比
率が高い地域であり、これら各県は ISI の活動地域とほぼ重なる 15。ISI
がこれら各県を実効支配下に置くことはなかったが、後に「イスラム国」

（IS）を自称するようになる時期には、これらの地域の多くがその実効
支配下に置かれた。これにより、同組織の以前からの目標が実現された
とみることができる。

（2）シリアとイラクにおける実効支配の確立
ISI は順調に拡大路線を歩んだのではない。ISI の建国宣言がなされ

たのは 2006 年 10 月だが、その直前の同年夏には、治安悪化の長期化に
不満を強めたイラクのスンニ派諸部族が、アルカーイダのイラク支部

（およびその発展形である ISI）の打倒を目的に、覚醒評議会の名で知
られる民兵組織を結成していた 16。スンニ派組織である ISI にとり、	
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スンニ派内部から強力な敵対勢力が生まれたこの事態は打撃となった。
2010 年 4 月には米軍とイラク治安部隊の合同作戦で指導者のバグダー
ディーと「戦争大臣」のムハージルが殺害されて ISI は一層の打撃を受け、
イラク人のアブー・バクル・バグダーディーが後継指導者に就任した 17。

ISI の勢力伸長へつながる 2 つの転機が、2011 年に生じた。1 つは、
2011 年 12 月にイラク駐留米軍が撤退して以降、米国の圧力から自由に
なったイラクのヌーリー・マーリキー首相が、自らが属するシーア派の
優遇とスンニ派への冷遇を一層進め、スンニ派の一部が反政府感情から
ISI への協力者に転じる土壌を作ったことである 18。もう 1 つは、同年
にアラブ諸国で発生した「アラブの春」と呼ばれる反政府運動がシリア
に波及した結果、同国でバッシャール・アサド政権と反体制派各派との
間の内戦が勃発し、そのため、ISI を含む過激派組織が同国内で自由に
活動することが可能になったことである。

シリア内戦の構図は複雑だが、基本的な構図としては、アサド大統領
の所属宗派である少数派のイスラム教アラウィー派が政権側に、多数派
のスンニ派が反体制側に立つ。ただし、反体制側は多くのグループに
分裂しており、これらグループ間の戦闘も多く、一枚岩ではない。
2012 年 1 月、反体制側のスンニ派組織の 1 つとして、アルカーイダの
シリア支部であるヌスラ戦線が設立された 19。同支部の指導者はア
ブー・ムハンマド・ジューラーニーであり、同支部は、アサド政権を
打倒してシリアにイスラム国家を樹立することを目標とする 20。なお、
ジューラーニーはシリア人だが、ISI によってイラクからシリアへ派遣
された人物であり、彼が率いるヌスラ戦線は ISI から資金や武器の援助
を受けていたので、実態としては、当時のヌスラ戦線はアルカーイダの
シリア支部というよりは、ISI のシリア支部だったとの指摘もある 21。

ヌスラ戦線が反体制側の有力な一勢力に成長した後の 2013 年 4 月 8
日、ISI はヌスラ戦線と ISI を合併させて、組織名を「イラク・シャー
ムのイスラム国」（ISIS、または ISIL）に改称する、つまり、アルカー
イダのイラク支部がシリア支部を吸収合併すると宣言した 22。シャーム



46

（英訳はレバント）は狭義ではシリア 1 国を、広義ではシリア、ヨルダ
ン、レバノン、イスラエル、パレスチナ自治区を指すので、この改称
は、自称国家の「領土」がイラク 1 国から、少なくともイラクとシリア
に拡大したことを意味した 23。この時期、他の反体制派各派と同様にヌ
スラ戦線もシリアで実効支配地域を獲得していたので、ISIL が国家で
あるとの自称は、以前に比べ現実性を帯びていた可能性がある。だが、
この吸収合併を、ヌスラ戦線およびアルカーイダ指導部は拒絶した。ま
ず 4 月 10 日、ヌスラ戦線は吸収合併の拒絶を表明した。続いて同年 6
月、アルカーイダ指導部は、ヌスラ戦線にシリアでの、ISI にイラクで
の活動にそれぞれ専念するよう指示し、吸収合併を却下した 24。これに
対し、ISI はこの指示を拒絶し、同組織はヌスラ戦線を吸収して ISIL に
なったとの立場を固守した。その結果、ISIL とアルカーイダ指導部の
対立は深まり、2014 年 2 月、両者は絶縁した 25。こうして、アルカー
イダはイラク支部を失い、元イラク支部の ISIL はアルカーイダのライ
バルへと「成長」した。そして、どちらの方針に従うかをめぐり、ヌス
ラ戦線内部でも意見対立が生じた。外国人戦闘員を含む多くのメンバー
がヌスラ組織から離脱して ISIL に参加したため、シリアではヌスラ戦
線と ISIL が併存することになった 26。ISIL を前身組織である ISI と比
較すると、イラク人が主導する点と、国家を自称している点では変化は
ない。一方、アルカーイダとの組織的つながりを断ち切った点、活動領
域がイラクとシリアの両国に広がった点、実効支配地域を有するように
なった点で、明確な変化がある。

こうして 2013 年に誕生した ISIL は、シリア内戦における反体制派の
一派として同国で実効支配地域を拡大した一方、シリア内戦の影響で情
勢が流動化した隣国イラクでも実効支配地域を獲得・拡大した。例えば、
シリアでは、ISIL 発足以前の 2013 年 3 月に、ヌスラ戦線を含む反体制
派各派が北部のラッカを制圧していたが 27、その後、各派間の争いの結
果、2014 年 1 月に ISIL がラッカをほぼ制圧した 28。それ以降、ISIL は
ラッカを本拠地にしているとされる 29。一方、イラクでは 2014 年 1 月、
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ISIL が西部のアンバール県のファッルージャを制圧した 30。同年 6 月、
ISIL はイラクで攻勢に出て、北部の最大都市モスルを制圧し、さらに、
サラーフッディーン県の県都であり、サダム・フセイン元大統領の出身
地ティクリートをも制圧した 31。こうしてシリアとイラクにまたがる広範
な実効支配地域を獲得した上、シリアの
ラッカ、イラクのモスルという 2 つの重
要拠点を獲得したISILは、6月末、「国名」
を ISIL から「イスラム国」（IS）に改称
するとともに「同国」をカリフが治め
る「カリフ制国家」とし、指導者バグ
ダーディーがカリフに就任する、と発
表した 32。カリフは、理念的には全世界
のイスラム教徒全体の最高指導者であ
り、世界に 1 人しかいないとされる。歴
史的にはオスマン帝国の皇帝がカリフを
兼ねていたが、1922 年の帝国滅亡後、

図2-1　イラクとシリアの地図
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1924 年にカリフ制は廃止され、以後、カリフは不在となっていた 33。
「イラク・シャームのイスラム国」から「イスラム国」という地理的

限定を除去した名称に改称したことと、その指導者の称号にカリフを選
んだことは、イスラム国が理念的には全世界を領土とみなしていること
を示す。実際、この改称とほぼ同時期に、IS の将来の領土を描いたと
される地図がウェブ上で公開されたが、この地図では中東全域に加え、
東欧、イベリア半島、中央アジアに及ぶ広大な地域が IS の将来領土と
して描かれている。

IS は、以降もイラクとシリアで実効支配地域を拡大した。イラクで
は、IS は 2015 年 4 月にティクリートを失ったが、同年 5 月から 12 月
までの間アンバール県の県都ラマディを支配下に置いており、現在も同
国の西部と北部を中心に広範な実効支配地域を持つ 34。シリアでは、IS
は北部と東部に実効支配地域を獲得した後、2015 年 5 月には古代遺跡
で知られるパルミラを制圧して中部でも実効支配地域を拡大し、同国領
土の半分以上を実効支配下に置いたとされる 35。2015 年にイラクとシ
リアにおける IS の実効支配地域は 14% 縮小したとされるが、IS はモス
ルとラッカという 2 大拠点を維持し続けており、両拠点の少なくともど
ちらかを失わない限り、IS が弱体化したとみなすことは困難である 36。
「イスラム国」を前身組織である「イラク・シャームのイスラム国」

表2-1　ISIL の組織名の変遷
時期 名称

？～2004 タウヒードとジハードの集団

2004～2006 メソポタミアのジハード・カーイダ機構

2006 ジハード戦士諮問評議会

2006～2013 イラクのイスラム国（ISI）

2013～2014 イラク・シャームのイスラム国（ISIS、または ISIL）

2014～ イスラム国（IS）

（出所）執筆者作成。
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と比較すると、トップが引き続きイラク人である点、国家を自称する
点、アルカーイダと組織的つながりを持たない点、実効支配地域を有す
る点では、変化がない。一方、後述するように、活動領域がイラクとシ
リアを超えた広範囲なものとなった点、世界規模の野心を有するように
なった点で、明確な変化がある。

なお、ISIL がイラクにおいて短期間で実効支配地域を拡大できた要
因は、以下のとおりである。第 1 に、シーア派主体のマーリキー政権は
2011 年末の米軍撤退以降、スンニ派を一層冷遇したため、スンニ派住
民の一部は政府への反感から ISIL を支持した。例えば、ISIL は 2014
年 1 月にアンバール県で実効支配地域を拡大したが、その直前、同県で
はシーア派主体の治安部隊がスンニ派住民の反政府抗議行動を弾圧して
多数の死傷者が出ており、住民の政府への反感が強まっていた 37。IS が

図2-2　「イスラム国」の将来の領土を描いたとされる地図に含まれる領域

（出所）ウェブ上から入手した地図をもとに作成。
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実効支配する地域の大半は、スンニ派が多数派の地域だが、スンニ派が
政府に不満を抱く現状では、治安部隊はスンニ派住民から作戦に必要な
情報を入手できず、これが、治安部隊が IS との戦闘に敗北した一因と
される 38。

第 2 に、ISIL の古参メンバーはスンニ派でかつイスラム主義の信奉
者にほぼ限定されるとみられるが、ISIL は宗派間対立を利用して、	
スンニ派であるが必ずしもイスラム主義の信奉者ではない人々をもメン
バーとして取り込むことに成功した。具体的には、旧フセイン政権下で
行政や軍を支えた元バアス党員が、この、イスラム主義者ではないスン
ニ派に該当する。旧フセイン政権ナンバー 2 のイッザト・イブラーヒー
ム・ドゥーリー率いる反政府武装勢力「ナクシュバンディー教団軍」は
元バアス党員が主体とみられ、同武装勢力は、そのイスラム神秘主義教
団に由来する組織名が示すとおり、イスラム主義を信奉しておらず、	
むしろ世俗的とみられる。だが ISIL は同武装勢力を取り込むことに成
功し、それによって軍事や行政の経験に長けた旧政権の担い手たちを獲
得できた 39。

第 3 に、2011 年末の米軍撤退以降、イラク治安部隊は外国軍の支援
なしに ISIL と対処することになったが、同治安部隊は汚職や宗派差別
的人事の蔓延により軍としての能力が低下しており、しばしば ISIL に
敗北した 40。例えば、イラク治安部隊には実際には存在しない幽霊兵士
が少なくとも 5 万人以上いて、彼らに給料が支払われ続け、その給料を
上官が不当に受け取っていたことが指摘されている 41。

第 4 に、隣国シリアの内戦の影響を受けて、2011 年以降、イラク情
勢は徐々に流動化・不安定化していた。例えば、同年以降、イラクでス
ンニ派住民によるシーア派主導政府への抗議行動が活発化したが、これ
は、シリアでスンニ派の反体制派が非スンニ派のアサド政権と戦ってい
ることに触発されたものである 42。
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2　近隣アラブ諸国への勢力拡大� ◢
（1）エジプト―ISIL シナイ州によるテロの拡大

2014 年 6 月の「イスラム国」宣言後、複数のイスラム主義過激派組
織が ISIL の傘下に入ったので、ISIL はその勢力をイラク、シリア以外
の国々に拡大させることに成功した。エジプトでは 2014 年 11 月に北東
部のシナイ半島北部で、ISIL のエジプト支部である ISIL シナイ州が以
下の経緯で誕生した 43。

エジプトでは、2011 年 1 月に「アラブの春」が波及して反政府デモ
が発生した後、2 月にシナイ半島で、ISIL シナイ州の前身であるイスラ
ム主義過激派組織アンサール・バイト・マクディス（ABM：聖地エル
サレムの擁護者）が出現したとされる。なお、シナイ半島では ABM 誕
生以前から、イスラム主義過激派が活動していた。ABM は 2012 年に
シナイ半島で、エジプトからイスラエルに天然ガスを送るパイプライン

図2-3　エジプトの地図

エジプト

カイロカイロ シナイ
半島
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の爆破、イスラエル南部へのロケット砲発射、イスラエル国境警備隊襲
撃などのテロを実施した。これらはいずれも隣国イスラエルを標的とし
ていた。2013 年 7 月にエジプトで軍の事実上のクーデタによってムハ
ンマド・ムルシー政権が崩壊するまで、同組織の標的はエジプト政府で
はなかった。だが、同政権崩壊後、ABM は攻撃の主要な標的をエジプ
ト政府に変えた。ABM と、ムルシー政権の母体であるムスリム同胞団
はともにイスラム主義組織であるのに対し、ムルシー政権崩壊後の暫定
政権を主導した軍はイスラム主義と敵対関係にあることが標的変更の原
因とみられる。

以後、ABM はエジプトの暫定政権、そしてそれに続くアブドゥル
ファッターフ・シーシー政権に対してテロを実施した。例えば、2013
年 10 月にシナイ半島南部で治安部隊の本部施設が自爆攻撃に遭い、
ABM が犯行声明を発表した 44。さらに、ABM はシナイ半島の外、	
つまり、エジプト全土へ活動領域を広げた。例えば、2013 年 9 月にカ
イロで起きた内務大臣暗殺未遂事件について、ABM は犯行声明を発
表した 45。

エジプトでは、2011 年の「アラブの春」に伴うムハンマド・ホスニー・
ムバーラク政権の崩壊後、警察の弱体化や政治的混乱のため治安が悪化
していた。そして、ムルシー政権が 2013 年 7 月に崩壊した後、ムスリ
ム同胞団の支持者は同政権の復活を要求してデモや暴動などの抵抗を継
続し、政権と衝突したため、同国の治安はさらに悪化した。暫定政権は
同年 8 月に同胞団トップのムハンマド・バディーゥ団長を逮捕し、12
月には同胞団をテロ組織に指定したが 46、こうした強硬策にもかかわら
ず、政権は同胞団の抵抗を根絶できず、逆に、一部の同胞団メンバー
は、政権に対する敵対行動を先鋭化させたとみられる。例えば、2014
年 3 月にカイロで軍のバスが襲撃され軍人が死傷した事件について、同
胞団自体は関与を否定したが、軍は同胞団メンバーの犯行との見解を表
明した 47。また、同国ではムルシー政権崩壊後、「人民抵抗」や「革命
的懲罰運動」など、イスラム主義を標榜しない正体不明の過激派組織が



第2章　イスラム主義過激派の伸長―「アラブの春」後の中東と国際社会

53

複数出現し、テロを頻発させているが、同胞団寄りのメディアがこれら
の組織を賞賛している 48。そのため、実際には同胞団が政権に打撃を与
える目的でこれらのテロに関与している可能性が高い。

このように、「アラブの春」による混乱で 2011 年以降治安が悪化し、
さらに 2013 年のムルシー政権崩壊後の政権と同胞団の対立で一層治安
が悪化しつつある状況で、ABM は攻撃の矛先を政権に向けることで、
治安悪化を一層助長した。ABM と同胞団の組織的つながりの有無は不
明だが、両者は同時期に政権への攻撃を激化させたという点で、事実上
の共闘関係にあるともいえる 49。

そして 2014 年 11 月、ABM は ISIL の傘下に入ると宣言し、組織名
を ISIL シナイ州に改称した 50。新名称は、同組織がシナイ半島を ISIL
の飛び地領土とみなしていることを示す。同組織は ISIL 傘下入り以前
から、効果的な作戦遂行についてインターネット経由で ISIL から指導
を受けていたので 51、傘下入り後、両者の協力は一層緊密になった可能
性が高い。改称後も ISIL シナイ州はテロを活発に行っており、例えば
シナイ半島では 2015 年 7 月初頭、多数の軍検問所を同時攻撃し、それ
に対してエジプト軍が掃討作戦を実施し、同組織の戦闘員 100 人以上と
エジプト軍兵士 17 人が死亡した 52。さらに ISIL シナイ州は 8 月、カイ
ロ近郊でクロアチア人 1 人を誘拐してその映像をウェブ上に公開し、	
その後、同人を殺害したと発表した 53。イラクやシリアではイスラム主
義過激派による外国人の誘拐・殺害は以前から頻発していたが、エジプ
トのカイロ近郊でこうした事件が起きたのは初めてであり、この事件
は、ISIL および傘下組織がテロを行うことが可能なエリアが地理的に
拡大していることを示した。さらに 10 月末、シナイ半島のシャルムエ
ルシェイク発のロシア旅客機が墜落した事件は、欧州諸国の一部がシャ
ルムエルシェイクへの旅客便の運航を停止し、ロシアがエジプト全土へ
の旅客便の運航を停止するなど深刻な影響を引き起こしたが、この事件
について、ISIL シナイ州は自分たちが爆発物を仕掛けて墜落させたと
の犯行声明を発表した 54。
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ところで、イラク、シリアとエジプトでは、ISIL（および傘下組織）
の台頭の要因に相違がある。イラクとシリアでは、非スンニ派が主導す
る政権によってスンニ派住民が冷遇されている状況を背景に、ISIL は
宗派間対立を利用した。しかし、国内のイスラム教徒の大半がスンニ派
に属するエジプトでは、そのようなイスラム教徒内の宗派間対立は成り
立ちにくい。エジプトでの ISIL 台頭の要因としては、第 1 に、2011 年
の「アラブの春」後、治安の悪化が長期にわたり続いており、結果的に
ISIL を含む過激派組織が活動の自由を享受していることが挙げられる。
第 2 に、2011 年の「アラブの春」に伴うムバーラク政権の崩壊から、
2012 年の民主的な選挙によるムルシー政権の誕生を経て、2013 年の同
政権の崩壊に至るまでの時期には、既存のイスラム主義過激派組織が穏
健派組織に鞍替えして合法的な政治活動に参加するという形でのイスラ
ム主義陣営内部での過激派から穏健派への鞍替えの流れが存在したが、
逆に、2013 年のムルシー政権崩壊後は、同胞団などそれまでイスラム
主義穏健派と思われていた勢力の一部が過激派に鞍替えしてテロを行う
という形での穏健派から過激派への鞍替えの流れが生まれたこと、そし
て ISIL もこの新しい流れに乗る形で伸張できたことを指摘できる。

一方、2014 年 6 月に成立したシーシー政権は、ISIL シナイ州および
同胞団などのイスラム主義組織を封じ込めてエジプトの安定を回復する
ため、治安と経済の両面で対策を講じている。治安面では、同政権は
2015 年 8 月、新しい対テロ法を制定した。この新法は、任務遂行に際
して武力を行使した軍人や警官を法的に守る、テロ容疑者の裁判を特別
法廷で迅速に行う、テロについて公式発表と矛盾する報道を行った
ジャーナリストに罰金刑を科す、などの内容を含み、言論の自由を損ね
るものとの批判もある 55。経済面では、治安悪化により外国人観光客が
減少して主要産業である観光業の展望が厳しい中、シーシー政権は巨大
なインフラ事業を打ち出した。例えば、同政権は 2014 年の発足直後に
スエズ運河の拡張工事を開始し、2015 年 8 月に完成させた。拡張によ
り運河を通過できる船舶数が増加したので、今後、エジプトの通航料収
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入の増大が期待される 56。また、2015 年 3 月には、450 億ドルの巨費を
投じて 5～7 年かけて、カイロの東部に新首都を建設するとの首都移転
計画が発表された。エジプトでは失業問題が深刻だが、同計画は 100 万
人以上の雇用を創出するとされる 57。また、エジプトは財政赤字に直面
しているが、シーシー政権は、前身の暫定政権期からサウジアラビアな
ど湾岸協力理事会（GCC）諸国と良好な外交関係を構築して多額の経
済援助を獲得しており、2015 年 3 月にはこれら諸国から新たに 125 億
ドルの経済援助の約束を得た 58。

ISIL のような過激派に対処する上で、経済と治安は一定の関係性があ
る。例えば、ISIL 傘下組織による誘拐事件はエジプトでも発生したが、
ISIL の誘拐事件では、誘拐犯は ISIL 構成員とは限らず、構成員以外の者
が誘拐を行い、人質を ISIL に売却して利益を得る事例もあるとされる。
つまり、経済が悪化しているから、金目当てに誘拐や人身売買に関与す
る者が現れ、また、治安が悪化しているから、そうした犯行を阻止でき
ない。それ故、治安と経済の双方を重視するシーシー政権の方針は、適
切といえる。ただし、今のところ、同国の治安は改善していない。	
また、2015 年 9 月には観光地として知られる西部砂漠でエジプト軍が
観光客をイスラム主義過激派の戦闘員と誤認して攻撃し、メキシコ人観
光客ら 12 人が死亡した 59。この事件は外国人観光客を一層減少させ得
るものであり、このように、治安対策が観光業を含む経済に悪影響を及
ぼしている面もある。

なお、シーシー政権が対処するISILは、ISILシナイ州だけではない。
隣国リビアにも ISIL が存在するので、国境管理の甘いエジプト西部へ
同組織が浸透する恐れがある。また、大勢のエジプト人が他のアラブ諸
国へ出稼ぎに行く。2015 年 2 月にはリビアの ISIL が、こうした出稼ぎ
労働者であるエジプト人キリスト教徒 21 人を殺害する映像をウェブ上
に公開し、その翌日、エジプト軍は報復のためリビアの ISIL 拠点を空
爆した 60。
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（2）リビア―中央政府の不在に乗じた ISIL の勢力拡大
リビアでは、ISIL のリビア支部が、東部の地中海沿岸の都市デルナ

の一部を 2014 年 10 月から 2015 年 6 月まで実効支配下に置いたほか、
2015 年の途中から、ムアンマル・カダフィー大佐の出身地として知ら
れるシルトの大半を実効支配している 61。2011 年の「アラブの春」後、
不安定な状態が続くリビアで、ISIL は以下の経緯で勢力を拡大した。

リビアでは 2011 年に「アラブの春」の波及により、カダフィー政権
の打倒を求めるデモが発生したが、政権が武力で弾圧したため、同国は
政権と反政権側の内戦に突入した。同年 10 月、カダフィー大佐が殺害
されて同政権が滅亡し、同年中に、反政府側が暫定政府を発足させた。
ただし、内戦で反政権側から参戦した民兵各派は武装解除されないまま
各地に割拠する状況が続き、そのため、暫定政府の力は限定されたもの
となった。

同国では、民兵間の戦闘が続く中で、2014 年 6 月に制憲議会に代わ
る暫定議会の選挙が実施され、世俗主義者が議席を伸ばした一方、イス
ラム主義者は議席を減らした。しかし、イスラム主義者は選挙結果の承
認を拒絶した。そのため、世俗主義者が主体となった暫定議会は首都ト
リポリで活動できなくなり、同年 8 月、東部のトブルクに暫定議会およ
び政府を移した 62。これに対抗して、イスラム主義者ら選挙結果を拒む
諸勢力は「リビアの夜明け」連合を結成し、首都トリポリに独自の議会
および政府を設立した 63。その結果、リビアは、民兵間の戦闘が各地で
続く状況下、脆弱な 2 つの政府が併存する状況に陥った。なお、東部の
トブルクの政府は国際社会から正統な政府として承認されているが、一
方、2014 年 11 月、リビア最高裁はトブルクの議会を違憲とみなす判決
を下し、同政府の正統性を否定した 64。また、トリポリの独自議会およ
び政府において、2015 年 3 月末に議会によりウマル・ハーシー首相が
解任された事例が示すように、2 つに分裂した政府と議会の内部にも対
立が存在する。

政治的混乱が続く中で、2014 年 5 月には元リビア軍将軍のハリー
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ファ・ハフタル率いる民兵組織「リビア国民軍」がイスラム主義者側の
民兵に対して、「尊厳作戦」と称する大規模な戦闘を開始した。ハフタ
ル将軍は、カダフィー政権期に亡命生活を送った後、2011 年の「アラ
ブの春」に際して帰国し、同政権との内戦に参加した人物である。ハフ
タル将軍の軍事行動はもともと、トブルクの政府とは無関係になされて
いたとみられる。だが、同将軍はイスラム主義者を敵視している上、同
将軍の部隊が 2014 年 11 月にトリポリの空港を空爆した際、トリポリの
政府の影響下にある裁判所は同将軍の逮捕命令を出したため、同将軍は
トリポリの政府とは明確に敵対関係にある。こうした文脈のもと、トブ
ルクの政府は 2015 年 3 月、民兵組織の指導者であるハフタル将軍を国
軍の最高司令官に任命して、同政府側に取り込んだ。

国連リビア支援ミッション（UNSMIL）は 2014 年 9 月から、内戦の
停戦と 2 つに分裂した政府の和解に向けて仲介を行っている 65。この仲
介の下、2015 年 12 月、トブルクの政府とトリポリの政府双方の代表団
は統一政府樹立の合意に署名した。ただし、双方の政府内には合意に反
対する勢力が存在するため、統一政府の発足と政府の分裂状態の解消が
円滑に進むかは予断を許さない 66。

このような状況の下で、ISIL は勢力拡大に成功した。リビアにおけ
る ISIL の起源は不明な点が多いが、2011 年に勃発したシリア内戦に
ISIL の戦闘員として参加したリビア人数百人が、その後、リビアに帰
国して ISIL の支部を設立したとされる。同支部は新規加入者を獲得し
て勢力を増し、2014 年 10 月から 2015 年 6 月までデルナの一部を実効
支配した。実態を伴う発言ではないと思われるが、同年 11 月には、
ISIL の指導者バグダーディーが、リビアに ISIL の領土として 3 つの州
を新設したと宣言した 67。また ISIL は、2015 年にシルトの大半を実効
支配下に収め、以降、同市の周辺に勢力を伸ばしている。カダフィー大
佐の出身地であるシルトが ISIL の勢力圏に入った理由としては、カダ
フィー政権崩壊後に同市住民が冷遇されたため、その反発から住民が
ISIL に協力したと指摘されている。
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リビアで ISIL が台頭できた理由としては、2011 年の「アラブの春」
後の中央政府の不在状態から同国が脱却できないことと、それに加え、
武器が国全体で管理されていなかったことからイスラム主義過激派を含
むさまざまな民兵組織の手に渡ったことを指摘できる。

（3）ISIL とアルカーイダのグローバルな勢力争い
以前、ISIL がアルカーイダのイラク支部だった時期には、親組織で

あるアルカーイダ指導部は、各地に支部を設立（フランチャイズ化）し
て勢力を拡大した。だが、ISILは2014年のアルカーイダからの離脱後、
特に、バグダーディーのカリフ就任宣言以降、アルカーイダと競合関係
に入った。以来、ISIL とアルカーイダは世界規模で、各地域における
プレゼンスの獲得競争を繰り広げている。ISIL は、アルカーイダの各
支部やそれ以外のイスラム主義組織に、ISIL の傘下に入るよう呼びか
けている。一方、アルカーイダも、新支部を設立するなどして対抗して
いる。

アルジェリアでは、2007 年から、アルカーイダの地域支部として
AQIM が存在する。同組織は、宣教・戦闘サラフィー主義集団（GSPC）
がアルカーイダの傘下に入ることによって誕生した。しかし、AQIM の
一部メンバーは同組織を離脱して「アルジェリアのカリフの兵士」を名
乗る新組織を結成し、2014 年 9 月に ISIL の傘下に入った 68。同組織は
同月、アルジェリアでフランス人 1 人を誘拐してその映像をウェブ上で
公開し、フランス政府にイラクでの対 ISIL 空爆の中止を要求した上、
その後、この人質を殺害した 69。同組織の指導者アブドゥルマーリク・
グーリーは同年 12 月にアルジェリア軍との戦闘で死亡したとされるが、
以降も同組織は存続しているとみられる 70。このように、同国では、ま
ず既存のイスラム主義過激派組織がアルカーイダの支部となり、その
後、同支部が分裂して一方はアルカーイダに留まり、他方は ISIL に加
わった。

2014 年 10 月には、パキスタン・タリバン運動（TTP）の一部幹部が



第2章　イスラム主義過激派の伸長―「アラブの春」後の中東と国際社会

59

同組織を離脱して、ISIL への忠誠を表明した 71。そして 2015 年 1 月、
ISIL は、TTP 元幹部ハーフィズ・サイード・ハーンを ISIL ホラーサー
ン州の最高指導者とし、アフガニスタンのタリバンの元幹部をそれに次
ぐ指導者とする人事を発表した 72。これによって、ISIL ホラーサーン州
の設置が事実上発表された。ホラーサーン州は、アフガニスタンとパキ
スタンの全域および周辺国の一部を自称の領土とするとされる 73。この
ように、タリバンの一部幹部は離脱して ISIL に加わったが、タリバン
自体はアルカーイダとの協力関係を維持しており、ISIL を認めない立
場を取る。そのため、2015 年にはアフガニスタンでタリバンと ISIL ホ
ラーサーン州の間で複数の戦闘が発生した 74。

また、ナイジェリアのボコ・ハラムは、以前はアルカーイダと協力関
係にあったとされるが、2015 年 3 月に ISIL の傘下に入り、4 月には組
織名を ISIL 西アフリカ州に改称した 75。さらに、ロシアのコーカサス
地方では、コーカサス首長国を自称する組織が以前からアルカーイダと
協力関係にあったが、2015 年 6 月、同組織の一部メンバーが離脱して
ISIL の傘下に入り、ISIL コーカサス州の設立を一方的に宣言した 76。

このように、従来はアルカーイダの支部、ないしはアルカーイダと協
力関係にある組織が存在していた各地で、組織全体もしくは一部がアル
カーイダとの関係を断ち、ISIL に鞍替えする事例が 2014 年以降相次い
だ。一方、ISIL に対抗する必要に迫られているアルカーイダは 2014 年
9 月、インド支部の新設を発表したものの活動の実態は不明である 77。

このようにライバル関係にある ISIL とアルカーイダは、どちらもセ
ンセーショナルなテロを行っているが、その狙いには、テロの標的に打
撃を与えることだけでなく、自らの力を見せつけて各地のイスラム主義
組織に自陣営への傘下入りを促すこともあると思われる。つまり、両組
織は世界を舞台に、テロの宣伝合戦を行っているといえる。例えば、
2015 年 1 月 7 日にフランスで、預言者ムハンマドの風刺画を掲載した

『シャルリー・エブド』が襲撃されて編集長ら12人が殺害され、表現の自
由が脅かされた事件として世界的に反響を呼んだが、この事件について
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はアルカーイダのイエメン支部である AQAP が犯行声明を発表した 78。
これに対して、その直後の 1 月 20 日、ISIL は日本人人質 2 人の映像を
ウェブ上で公開して身代金2億ドルを要求し、その後、2人を殺害した。
なお、『シャルリー・エブド』襲撃事件は、ISIL に対して劣勢とみられ
がちなアルカーイダも依然、中東域外で大規模テロを起こす能力を持つ
ことを証明した。だが、その後、11 月に ISIL が起こしたパリ同時多発
テロは死傷者数の点ではるかに大規模であり、パリで起きた 2 つのテロ
は ISIL の優勢を示唆している。

3　国際社会と ISIL� ◢
（1）国際社会の ISIL 対処とその困難性

ISIL の脅威が 2014 年に顕在化して以降、国際社会はその弱体化に成
功していない。ISIL が今まで生き残りに成功している要因としては、
国際社会の ISIL 打倒に向けた取り組みが必ずしも円滑に進んでいな
かったことを指摘できる。

ISIL はイラクやシリアの外に勢力を拡大しているものの、その中核
地域は両国である。それ故、ISIL 根絶のためには、両国の ISIL を打倒
する必要がある。そして ISIL を打倒するには、同組織の台頭を可能に
した政治的・社会的要因の除去と、実効支配地域を持ち戦闘員を擁する
同組織を武力で打倒すること、そして、ISIL によるインターネットや
ソーシャル・メディアを用いた広報戦略への対応が必要である。だがど
れも、順風満帆に進んではいない。

ISIL 台頭を可能にした政治的・社会的 2 大要因は、イラクでスンニ
派が冷遇されたためにその一部が ISIL に与したことと、シリア内戦に
伴う混乱や宗派間対立を ISIL が利用したことである。それ故、イラク
で宗派間和解を実現し、シリアで内戦を終結させれば、ISIL は弱体化
すると考えられる。逆に、ISIL を軍事力で一時的に弱体化させたとし
ても、この 2 大要因が温存されると、ISIL は復活し得る。
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しかしイラクでは、宗派間和解の兆しを見いだすのは困難な状況が続
いている。宗派間対立を激化させたマーリキー首相は米国の圧力もあっ
て 2014 年 8 月に辞任した 79。だが、後任のハイダル・アバーディー首
相は宗派間対立の緩和を期待されているが、今のところ、それを実現で
きずにいる。むしろ、イラク軍が脆弱なため、同政権は ISIL との戦闘
においてシーア派民兵組織に依存しており、さらに、それらの民兵がス
ンニ派住民に対して略奪を行ったため、シーア派とスンニ派の対立関係
は継続している 80。またシリアでは、内戦が終わる気配はなく、むしろ
複雑化している。多数の武装組織が分立しているが、おそらく、2 大勢
力はアサド政権と ISIL である。そして、それに次ぐ勢力の 1 つはアル
カーイダのシリア支部であるヌスラ戦線であろう。しかし国際社会に
は、明白なテロ組織である ISIL やアルカーイダを承認する選択肢は存
在しない。また、旧宗主国のフランス、米国、英国、GCC 諸国、トル
コなどは 2012 年に反体制派「シリア国民連合」をシリアの正当な代表
として承認し、アサド政権の正当性を認めていない 81。しかし、当時は

「シリア国民連合」が国際政治の舞台だけでなく内戦においても勢力を
伸ばすことが期待されたが、現実には同組織は内戦の有力な勢力へと成
長しなかった。そのため現在、国際社会が承認可能で、かつ、内戦を収
束させて将来のシリア政権を担う力を有する勢力は存在せず、それ故、
国際社会は内戦終結の青写真を描けずにいる。つまり、ISIL の台頭を
可能にした 2 大要因は温存されている。

軍事面でも、ISIL の存続を可能にする状況が続いている。2014 年
の ISIL の台頭を受けて、米国は 2014 年 8 月にイラクで、9 月にはシ
リアで ISIL に対する空爆を開始した 82。そして、欧州諸国や GCC 諸
国など、米国主導の有志連合に参加する国々も、ISIL に対する空爆に
参加した 83。ただし、イラク治安部隊、ペシュメルガおよび米国など
の一部の特殊部隊などを除き地上部隊の投入はなされておらず、実効
支配地域を持つ ISIL を地上部隊との連携なしに空爆のみで打倒するこ
とは現実的ではない 84。米国は空爆に加えて訓練支援を提供している
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が、特にシリアでは、被訓練者自体が少数に留まっている 85。またサ
ウジアラビアなどの GCC 諸国は有志連合に参加しているものの、	
イランの勢力伸張を懸念しているため、「ISIL が壊滅し、結果として	
イランの支援を受けるアサド政権が復活する」シナリオを望んでいな
い。さらに国家とは別に、一部の富裕なサウジアラビア人は ISIL に資
金援助を行っており、サウジアラビア人 2 千人以上が ISIL に戦闘員と
して参加しているとされる 86。

一方イランは非スンニ派の共通性を持つイラク政府、およびシリアの
アサド政権を支援する立場から ISIL との戦いに積極的に参加しており、
このイランの姿勢が、ISIL との戦いにおける GCC 諸国の消極姿勢を助
長する恐れがある。2016 年 1 月には、サウジアラビアによるシーア派
指導者の処刑に反発したイラン人多数がテヘランのサウジアラビア大使
館を襲撃したことを契機にサウジアラビアがイランとの国交を断絶し、
他の GCC 諸国もこれに追随して、バーレーンはイランと断交し、アラ
ブ首長国連邦（UAE）はイランとの外交関係を格下げした 87。このよ
うな GCC 諸国とイランの関係悪化が ISIL との戦いにおける国際社会の
協力に水を差す可能性は否定できない。イランは核開発問題に関しては
2015 年 7 月に欧米諸国と合意に達し、イランと欧米の外交関係は改善
に向かっているが、他方、シリア内戦に関しては、イランと欧米諸国の
立場は大きく異なったままである。

またトルコも、2015 年 8 月に従来の姿勢を転換して ISIL への空爆を
開始したが、これまではアサド政権の打倒を最優先する立場から、ISIL
などに参加する外国人戦闘員のトルコ国境越境に対して有効な対策を実
施できないでいた 88。シリア内戦で ISIL が弱体化した場合にはそれに
代わってシリアのクルド人の勢力が強まる可能性があり、その場合には
周辺諸国のクルド人も分離独立や権利拡大に向けた動きを活発化させる
とみられるが、国内にクルド人問題を抱えるトルコは、そのような事態
を望んでいない。

2015 年 9 月末にシリア領内での空爆を開始したロシアは、ISIL を標
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的として空爆を行っていると主張しているが、実際には、アサド政権を
支援する立場から、ISIL を含むアサド政権の敵対勢力全体を攻撃対象
にしていると見られている。つまりシリア内戦におけるロシアの立場は	
イランに近い。ロシアの空爆開始時にアサド政権が危機的状態に陥って
いたとはいえないが、ロシアの軍事介入がアサド政権を支えていること
は確かである。そして、アサド政権の退陣を求める欧米や GCC 諸国や
トルコの立場と、アサド政権の維持を目指すイランやロシアの立場は、
明確に異なる。このように、各国の思惑の相違から、国際社会は軍事面
での ISIL との戦いで一枚岩といえない状態にあり、このことが ISIL の
存続を可能にしている 89。10 月末の ISIL シナイ州によるロシア旅客機
墜落事件と 11 月中旬の ISIL によるパリ同時多発テロは、ロシアと西欧
諸国が協力して ISIL に対処する契機になるかと思われたが、11 月下旬
に NATO 加盟国であるトルコ軍が領空侵犯を理由にロシア機を撃墜し
たため、この協力の機運は水を差された。ただし、ロシアは依然として
フランスとの協調関係を継続している。

一方、ISIL は外国人戦闘員らの新規勧誘を通じて戦力を補充してい
る。推計では、シリアやイラクで ISIL などのイスラム主義過激派組織
に参加する外国人戦闘員は 2015 年 1 月時点で 2 万人を超えていたのが、
2015 年 12 月時点ではさらに増えて約 3 万人に達しており 90、戦闘員の
流入は続いているとみられる。ISIL はウェブ上で、移住して ISIL の戦
闘員になるよう呼びかけるのと並行して、家族全員で移住して ISIL の
住民になるよう呼びかけている。これは、ISIL が短期的に必要な戦闘
員に加え、組織の長期間の運営・維持に必要な住民の確保を狙っている
ことを示す。ISIL が戦闘員や住民を多数獲得できた場合、ISIL 打倒は
一層困難になる。

なお、上記のような各国から ISIL への人の流入も起きているが、	
それよりはるかに大規模なのは、ISIL が活動するシリアから各国への
難民の流出である。2015 年 9 月時点でシリア人 400 万人以上が難民と
して国外に避難しており、その大半はトルコ、レバノン、ヨルダン、	
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イラク、エジプトに滞在している 91。それに加えて特に 2015 年に入り、
欧州に向かう難民が激増したため、難民問題は EU の重要な政治課題と
なった 92。シリア内戦が短期間で収束する可能性は低いため、難民は国
外生活の長期化を見据えざるを得ない。そして、欧州諸国での生活とシ
リア周辺の中東諸国での生活を比較した場合、期待できる賃金も社会保
障の水準も前者の方が高い。つまり、欧州への流入は難民の合理的選択
によるものであり、それ故、流入が自然に収まるとは考えにくい。	
なお、難民問題については、欧州に向かう難民に ISIL 支持者が含まれ
ていた場合、欧州にテロが広まる恐れがあるとの指摘がしばしばなされ
る。だが、難民に ISIL 支持者が含まれていなかった場合でも、難民お
よびその子孫が欧州移住後の生活に不満を抱いて ISIL 支持者に転じる
こともあり得る。実際、欧州から ISIL に参加した外国人戦闘員には、
中東・イスラム圏から欧州への移民の子孫が多数含まれるとされる。例
えば、シリアで ISIL の戦闘員として活動後、2015 年 11 月のパリ同時
多発テロの中心人物となったモロッコ系ベルギー人アブデルハミド・ア
バウドは移民 2 世である。

（2）東アジアの安全保障に対するインプリケーション
ISIL は前身組織の時代も含め、米国の同盟国である日本を敵視して

きた。ISIL はアルカーイダのイラク支部時代の 2004 年 10 月に日本人
を誘拐して解放条件として自衛隊のイラク撤退を要求し、その後、同人
を殺害した。これに先立つ同年 5 月には、ビン・ラーディンが日本人を
殺害した者に報奨金として金 500g を与えると宣言していたので 93、	
日本人を殺すという同支部の行動は、アルカーイダ指導部の方針に沿う
ものといえる。2014 年にアルカーイダから離脱後も、ISIL は日本敵視
を続けている。2015 年 1 月には ISIL は日本人 2 人を誘拐したと公表し
て身代金 2 億ドルを要求し、その後、2 人を殺害した。また、犯行声明
の信憑性は不明だが、同年 3 月にチュニジアの博物館が襲撃され日本人
3 人を含む外国人 21 人が死亡した事件の犯行声明を発表した複数の組
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織の 1 つは、ISIL である。同様に信憑性は不明だが、同年 10 月にバン
グラデシュで日本人 1 人が殺害された事件についても、ISIL は犯行声
明を発表した 94。さらに ISIL は同年 9 月、ウェブ機関誌『ダービク』
にて、インドネシア、マレーシアおよびボスニア・ヘルツェゴビナの日
本公館への攻撃を呼びかけた。これら諸国は中東から離れているがイス
ラム教徒人口が多く、ISIL に共鳴する者も一定数存在するとみられる
ことから、一部の ISIL 同調者による犯行が今後起きる可能性は否定で
きない。

ISIL の攻撃対象になっている国は日本だけではない。2015 年 4 月に
はリビアの韓国大使館が銃撃されて死傷者が発生し、ISIL が犯行声明
を発表した 95。また 2014 年 2 月にはエジプトのシナイ半島でバスが爆
破され韓国人観光客に死傷者が発生し、ISIL シナイ州の前身組織であ
る ABM が犯行声明を発表した 96。そして ISIL は 2015 年 9 月に『ダー
ビク』11 号にて中国人 1 人を誘拐したと発表して身代金を要求した後、
同年 11 月に『ダービク』12 号にて同人を殺害したことを公表したほか、
中国に対する攻撃の予告も行っている 97。

このように、日本を含む東アジア諸国は ISIL などイスラム主義過激
派のテロの被害を被っているが、他方、ISIL は全世界の人々に ISIL へ
の参加を呼びかけているため、東アジアからも ISIL 参加者が出現して
いる。日本では 2014 年に、大学生の ISIL 参加計画が発覚した。韓国で
も、複数の韓国人が ISIL に参加したと報じられている 98。ただし、	
東アジアで ISIL 参加者が 1 番多い国は中国であり、すでに中国人戦闘
員 300 人が ISIL に参加していると推測されている 99。彼らの多くは新
疆の分離独立を求める「東トルキスタン・イスラム運動」（ETIM）の
メンバーとされる 100。

2014 年にウェブ上で公開された ISIL の将来地図とされるものは、	
中国の新疆ウイグル自治区をも「領土」に含んでいるように見受けら
れる。この ISIL の野心は中国にとって脅威となり得るが、今のところ、
中国は ISIL との戦いに介入しない立場を取っているものと思われる。
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ただし、中国はイラクの石油産業に深く関与しており、2014 年 6 月に
ISIL がイラク北部で勢力を伸ばした際、中国はイラク軍の支援を得て
中国人労働者 1,300 人を避難させた。また、同年 7 月に ISIL の指導者
バグダーディーが、中国が新疆でイスラム教徒の権利を侵害していると
の非難を行った 101。そのため今後、中国が ISIL に対処せざるを得なく
なる可能性はある。ただし、中国はシリア内戦に関する国連安全保障理
事会決議について、これまでロシアと歩調を合わせて拒否権を行使して
きたが、ロシアが 2015 年 9 月以降シリアで行っているような本格的な
軍事介入を、中国が将来イラクやシリアで行う可能性は低い。中国に
とっての ISIL のより現実的な脅威とは、ISIL で経験を積んだ中国人戦
闘員が帰国して新疆の分離独立運動の暴力性を高め、かつ、ISIL が
ウェブ上でのプロパガンダを通じてそれを扇動する事態であろう。その
ような場合、つまり自国領内で ISIL の脅威が顕在化した場合には、中
国は脅威を除去すべく積極的に行動するだろう。以上見てきたように
ISIL は、中東に滞在する東アジア諸国の人々を標的としたテロ、中東・
イスラム圏に存在する東アジア諸国の在外公館へのテロやその呼びか
け、領土拡張への野心、外国人戦闘員の勧誘などを通じて、日本を含む
東アジアの安全保障をも脅かしている。

解説 	 イエメン内戦

イエメンでは、2011 年の「アラブの春」で反政府デモが発生する以前から政権は
脆弱であり、内戦や紛争が頻発していた。例えば、分裂していた南北イエメンは1990
年に北部主導で統一されたが、南部の分離主義者が再分離を試みたことを背景に、
1994 年に短期間、南北内戦が再発した。また、北部では 2004 年にイスラム教シーア
派のホウシー・グループが反乱を開始し、戦闘がサウジアラビア国境地帯に及んだた
め、2009 年にはサウジアラビアが軍事介入してホウシー・グループを攻撃した 102。
さらに、サウジアラビアで活動していたアルカーイダのメンバーらはイエメンに移っ
て 2009 年に AQAP を結成した。このように、同国は以前から、南部の分離主義者、
北部のホウシー・グループ、イスラム主義過激派などの問題を抱えていた。

2011 年の反政府デモでは、反政府側と政権側はともに武力を用いたので多数が死
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傷した。これに対し、サウジアラビアなど GCC 諸国は平和的な政権移譲のため調停
に乗り出した 103。サーレハ大統領は辞任を拒み GCC 調停案の受諾に抵抗したが、
2011 年 6 月、首都サナアの大統領府が爆破される暗殺未遂に遭って火傷で重傷を負
い、治療のためサウジアラビアに搬送された。この時、すでに GCC 調停案を通じて
辞任を求めていたサウジアラビアには、サーレハ大統領の帰国を禁止して政権交代を
強制する選択肢が存在した。しかし 9 月、サウジアラビアはサーレハ大統領の帰国を
認めた 104。これは、当時のサウジアラビアがサーレハ大統領を説得可能と判断して
いたことを示す。結局、サーレハ大統領は同年 11 月に GCC 調停案を受け入れて辞
任に同意し、2012 年 2 月にハーディ副大統領が大統領に昇格して政権交代が実現し
た 105。ただし、サーレハ前大統領は与党党首の地位を維持したので政治的に無力化
されず、その後、権力奪回闘争を開始する。これが、2014 年の内戦の原因になった。

2014 年に始まり 2015 年末も継続中の内戦は、以下の経緯で勃発した。まず 2014
年 9 月、北部から進出してきたホウシー・グループが政府による石油補助金の廃止を
理由にサナアを制圧した。ホウシー・グループは復権を目指すサーレハ前大統領と共
闘していると、当時すでに指摘されていた 106。ただし、この時点では、ハーディ政
権とホウシー・グループの双方は話し合いに応じる姿勢を示していた 107。	
だが、ホウシー・グループは武力を背景にハーディ政権に対する威圧的姿勢を強めて
大統領らを軟禁し、2015 年 1 月にハーディ大統領は辞任を表明した。しかし 2 月、
南部出身者であるハーディ大統領はサナアを脱出して旧南イエメンの首都だったアデ
ンに移り、辞任撤回を宣言した 108。そして、ハーディ大統領を支持するサウジアラ
ビアなど GCC 諸国は、アデンの政権が正統政権であることを示すために大使館をア
デンに移した 109。だがホウシー・グループはすぐにアデンに進撃し、そのためハー
ディ大統領は 3 月アデンを脱出し、サウジアラビアに逃れた。そしてハーディ大統領
を支援するサウジアラビアなど GCC 諸国は軍事介入に踏み切り、ホウシー・グルー
プへの空爆を開始した 110。さらにサウジアラビアは地上部隊を派遣し、同様にUAE、
バーレーン、スーダンも地上部隊を派遣した 111。

ホウシー・グループはイランから支援を受けているため、この内戦は、スンニ派に
属するハーディ大統領と GCC 諸国が、シーア派に属するサーレハ大統領、ホウシー・
グループ、イランと戦う宗派間対立の構図を持ち、スンニ派大国サウジアラビアと
シーア派大国イランの代理戦争とも見られている。ただし、この対立の構図は、従来
のイエメンにおける対立の構図とは異なる。例えば、1962～1970 年の北イエメンでの
共和国派と旧王国派の内戦では、共和制と君主制のどちらを支持するかが対立軸を構
成した。それ故、君主制国家であるスンニ派のサウジアラビアは、シーア派の旧王国
派を支援し、共和国派を支援する共和制国家エジプトとの代理戦争を戦った 112。	
また、2000 年代にシーア派のホウシー・グループがシーア派のサーレハ大統領に反
乱を起こした際には、スンニ派のサウジアラビアはシーア派のサーレハ大統領を支援
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した。このように、過去の同国の紛争は宗派間対立との関係が希薄だったのに対し、
今回の内戦は宗派間対立の構図を色濃く有する。

2015 年 3 月の GCC 軍事介入以降、ハーディ大統領は劣勢を挽回しつつある。9 月
にハーディ大統領はアデンに帰国したが、ホウシー・グループが再び攻勢を強めた
ため 10 月に再びサウジアラビアに脱出し、その後、軍事的優位の回復を受けて、11
月にアデンに再帰還した 113。ただし、サナアは依然ホウシー・グループの支配下に
ある。

内戦と並行して、同国では AQAP や ISIL などスンニ派のイスラム主義過激派が
勢力を伸張させた。2015 年 4 月、AQAP は南部沿岸部のムカッラを制圧した 114。一
方 ISIL は、2015 年 3 月にサナアで 2 つのモスクを爆破して 140 人を殺害、350 人を
負傷させた 115。この爆破テロはシーア派支配下の同市で起きたためシーア派を狙っ
たものとみられる。だが、ISIL は同年 9 月にアデンでハーディ政権側のスンニ派戦
闘員を狙った自爆攻撃を行っていることから、内戦に参戦するシーア派陣営とスンニ
派陣営の双方を敵視している 116。ISIL はアルカーイダに対する敵対姿勢も強めてい
るので、イエメンでは自派以外の全勢力を敵視してテロを行っているものとみられ
る。一方、南部分離主義者はホウシー・グループ撤退後のアデンで 2015 年 10 月に分
離独立を求めるデモを実施するなど、従来からの活動を続けている 117。

今後、内戦がハーディ大統領の勝利で終わったとしても、ホウシー・グループ、
南部の分離主義者、AQAP の問題は存続する上、それに ISIL が加わる。また、イエ
メン政治は長年、北部主導だったため、南部出身のハーディ大統領が政権を長期間維
持できるかは予断を許さない。北部側も一枚岩ではないが、それでも、北部が南部に
よって冷遇されたと感じた場合、それは新たな内戦の火種になり得る。それ故、イエ
メン情勢が早期に安定する可能性は低いといえよう。
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